
国民へのメンテナンスの理念の普及等を図るため、インフラメンテナンス大賞を実施します。
日本国内のインフラメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表彰し、ベストプラクティスとし
て広く世の中に紹介します。

インフラメンテナンス大賞の概要

１ 主催者 国土交通省・総務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・防衛省

２ 表彰時期 毎年開催

３ 表彰対象

インフラメンテナンスにかかる特に優れた取組・技術開発

ア）メンテナンス実施現場における工夫部門

イ）メンテナンスを支える活動部門

ウ）技術開発部門

４ 審査方法 有識者による選考委員会にて審査・選出

５ 表彰の種類 国土交通他５大臣賞／特別賞／優秀賞

６ 事務局
国土交通省総合政策局公共事業企画調整課

国土交通省大臣官房公共事業調査室

第１回スケジュール

平成２８年１１月

募集

平成２９年１月

審査

平成２９年４月

受賞者決定

平成２９年７月

表彰式

・日本再興戦略（改訂2015）：戦略市場創造プラン『安全・便利で経済的な次世代インフラの構築』
インフラメンテナンス産業の育成・活性化を図るため、（中略）ベストプラクティスを表彰し理念を普及するインフラメンテナンス大賞（仮称）を創設する

閣議決定文書への記載

各大臣賞
（国土交通大臣賞・総務大臣賞・

文部科学大臣賞・厚生労働大臣賞・

農林水産大臣賞・防衛大臣賞。

各省部門ごとに1件（計18件）。

このほかに情報通信技術の優れた活用に関する

総務大臣賞１件）

特別賞
（大臣賞に準ずるもの

を審査委員が選定。

６件程度）

優秀賞

ベストプラクティス
の紹介

インフラメンテナンスに関わる事業者、団体、研究者等の取組を促進

インフラメンテナンスの理念の普及

メンテナンス産業の活性化

インフラメンテナンス大賞

（最大18件

程度）

参考資料１



 

 

 

平成２９年 ４月２８日 

総合政策局公共事業企画調整課 

大臣官房公共事業調査室 
 
 

第１回「インフラメンテナンス大賞」の受賞者を決定しました！ 
 

～ベストプラクティスの水平展開に向けて～ 
 

 

国土交通省、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省及び防衛省は、本日、

社会資本のメンテナンスに係る優れた取組を表彰する第１回「インフラメンテナン

ス大賞」において、計 28 件(各省大臣賞、特別賞、優秀賞)の受賞者を決定しました。 

各賞の表彰式は、７月２４日（月）に開催を予定しています。 

 
 

１．「インフラメンテナンス大賞」とは 

 
インフラメンテナンス大賞は、日本国内の社会資本のメンテナンス（以下「インフラメ

ンテナンス」という。）に係る優れた取組や技術開発を表彰し、ベストプラクティスとし

て広く紹介することにより、我が国のインフラメンテナンスに関わる事業者、団体、研究

者等の取組を促進し、メンテナンス産業の活性化を図るとともに、インフラメンテナンス

の理念の普及を図ることを目的として実施するものです。 

 

２．応募状況・審査 
 
第１回目となる今回は、平成２８年１１月に募集を開始し、同年１２月２８日までの〆

切に２４８件の応募がありました。有識者による選考委員会（委員長：大西 隆 豊橋技

術科学大学学長／日本学術会議会長）の審査を経て、計２８件の受賞者（別紙のとおり）

を決定しました。 

 

３．今後の予定について 
 
 ７月２４日（月）に各賞の表彰式を各省合同で開催する予定です。詳細につきましては、

後日お知らせします。 
 

 今後とも、インフラメンテナンス国民会議と協力し、受賞案件の優れた取組の全国的な

普及・展開に取り組んでまいります。 
 
 

 

○問い合わせ先 
 

国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 德尾、鎭西 
TEL：03-5253-8111（内線24543、24544）、03-5253-8912（直通） 

FAX：03-5253-1551 

 

総務省、農林水産省 同時発表 



＜総務省案件＞

No. 表彰の種類 部門※ 分野 応募者（代表企業・団体名） 応募案件名

1 総務大臣賞 ウ
情報
通信

エヌ・ティ・ティ・インフラネット（株）
屋外設備データベースのメンテナンスを抜本的に効率化する計
測・管理技術の開発

2
情報通信技術の
優れた活用に関
する総務大臣賞

ウ 道路 首都高速道路(株)
ＧＩＳと三次元点群データを活用した道路・構造物維持管理支援
システムの開発

3 特別賞 ア
情報
通信

(株)ＮＴＴファシリティーズ 全国各地へ面的に広がる日本の通信インフラの保守、機能継続

4 ア
情報
通信

東日本電信電話(株)
通信用鉄塔設備劣化度判定の簡易化・定量化の実現と点検業
務効率化の推進

5 ア
情報
通信

(株)ＮＴＴ東日本－東北 元位置工具による共架柱の更改コストの削減について

6 ウ
情報
通信

讀賣テレビ放送(株) タブレット端末を使用したオンエア監視装置の開発

＜文部科学省案件＞

No. 表彰の種類 部門※ 分野 応募者（代表企業・団体名） 応募案件名

1
文部科学
大臣賞

イ
文教

施設等
国立大学法人名古屋大学

大学施設の創造的再生に向けた教職協働によるキャンパスマ
ネジメント

2 特別賞 イ
文教

施設等
国立大学法人岐阜大学工学部附属
インフラマネジメント技術研究センター

健全なインフラメンテナンスをリードする技術者の育成事業（ME
養成及び道守養成）

3 ア
文教

施設等
八女市 老朽化した中学校屋内運動場の長寿命化を図り活用した取組

4 ア
文教

施設等
橋本市 橋本市立高野口小学校の木造校舎の改修

＜厚生労働省案件＞

No. 表彰の種類 部門※ 分野 応募者（代表企業・団体名） 応募案件名

1
厚生労働
大臣賞

ウ 水道 (株)デック
既設経年管を再利用したステンレス・フレキ管による水道管路の更
新・耐震化の新工法

2 ア 水道 東京都水道局 漏水防止計画作業

3 ウ 水道 日本ヴィクトリック(株)
伸縮可とう管の変位状況を簡単に検知できる専用の計測装置で、
管路の安全管理に貢献

＜農林水産省案件＞

No. 表彰の種類 部門※ 分野 応募者（代表企業・団体名） 応募案件名

1 イ
農業
農村

山田堰土地改良区
水田を潤す日本最古の三連水車（1789年 寛政元年）の維持・伝
統・環境保全活動

2 イ 林野 公益財団法人オイスカ 東日本大震災復興支援「海岸林再生プロジェクト10ヵ年計画」

3 ウ 水産 一般社団法人全日本漁港建設協会 「漁港施設点検システム」の構築と活用

4 特別賞 ア
農業
農村

有田川土地改良区
畑地かんがい用水送水施設（パイプライン）の破損事故発生から
の早期復旧への取り組み

5 ア
農業
農村

愛谷堰土地改良区 農業水利施設における地域住民参加型「直営施工工事」

6 イ 林野 NPO法人北海道魚道研究会 魚道データベースの構築と魚道清掃ボランティア活動

7 ウ
農業
農村

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 ポンプ設備の劣化進行を状態監視する新たな診断システム

＜国土交通省案件＞

No. 表彰の種類 部門※ 分野 応募者（代表企業・団体名） 応募案件名

1 ア 下水道 東京都下水道局 「下水道管のビッグデータ」を活用したメンテナンス

2 イ 道路 しゅうニャン橋守隊 しゅうニャン橋守隊（ＣＡＴＳ－Ｂ）による猫の手メンテナンス活動

3 ウ 河川・ダム・
砂防・海岸 (株)荏原製作所

維持管理性を向上させた河川排水用新形立軸ポンプ（楽々点
検ポンプ）の技術開発

4 特別賞 ア 鉄道 東海旅客鉄道(株) 東海道新幹線土木構造物の大規模改修による長寿命化

5 ア 道路 青森県
青森県におけるトータルマネジメントシステムによる橋梁維持
管理

6 ア 道路 島根県 道路橋及びコンクリート構造物の点検・診断等アドバイザー制度

7 イ 道路 （独）国立高等専門学校機構　舞鶴工業高等専門学
校社会基盤メンテナンス教育センター

地元インフラを地元で守り次世代へと継承する建設技術者育
成活動

＜防衛省案件＞

No. 表彰の種類 部門※ 分野 応募者（代表企業・団体名） 応募案件名

1 防衛大臣賞 ア
自衛隊
施設

清水建設（株）・（株）村田相互設計・中国四国防衛局 海上自衛隊　第１術科学校『大講堂』平成の大改修

農林水産
大臣賞

優秀賞

国土交通
大臣賞

優秀賞

第１回「インフラメンテナンス大賞」 受賞案件

優秀賞

優秀賞

優秀賞

※凡例　ア　メンテナンス実施現場における工夫部門　イ　メンテナンスを支える活動部門　　ウ　技術開発部門

（別紙）

やま だ ぜき

あい や ぜき

はし もり たい



■　国土交通省案件

国土交通大臣賞

応募部門 ア　メンテナンス実施現場における工夫部門

案件名 「下水道管のビッグデータ」を活用したメンテナンス

代表団体名 東京都下水道局

（概要）

　東京都区部の下水道は国内最大の規模を誇り、下水道管網の総延
長は16,000kmにも達している。
　この膨大な下水道管のメンテナンスを効率的かつ効果的に実施す
るために、「下水道管のビッグデータ」を補修や再構築などの計画
立案・工事発注に活用している。
※「下水道管のビックデータ」：下水道管基礎情報、維持管理情
報、管路内調査診断情報、補修・再構築等の工事情報等に関する膨
大な情報

応募部門 イ　メンテナンスを支える活動部門

案件名 しゅうニャン橋守隊（CATS-B）による猫の手メンテナンス活動

代表団体名 しゅうニャン橋守隊

（概要）

　しゅうニャン橋守隊（CATS-B：Civilian Activity Team in
Shunan for Bridges）は、地方のインフラメンテナンスに危機感を
抱いた有志の声掛けから始まった産官学民の幅広いメンバーで構成
される任意団体である。
　当団体は、その名の通り猫のように気ままに不定期に集い、イン
フラに関する簡単な座学と市内の身近な橋梁の清掃や簡易点検を行
うことを主な活動内容としており、道路施設の重要性や現状を広報
しながら、日常生活の延長上で実施できるメンテナンスを体験型ボ
ランティア活動として住民に提供している。

応募部門 ウ　技術開発部門

案件名 維持管理性を向上させた河川排水用新形立軸ポンプ（楽々点検ポンプ）の技術開発

代表団体名 株式会社荏原製作所

（概要）

　従来、河川排水用の大型立軸ポンプの水中軸受の点検・整備は構
造上、ポンプ本体を引き上げて分解する必要が有ったが、軸受の位
置を工夫することで、ポンプを据付けた状態のままでも水中軸受の
点検・整備を可能とした。
　本開発技術（特許取得技術）により、点検・整備にかかる作業コ
ストを大幅に削減でき、また、点検・整備による設備停止期間の短
縮もはかれるようになった。

特別賞

応募部門 ア　メンテナンス実施現場における工夫部門

案件名 東海道新幹線土木構造物の大規模改修による長寿命化

代表団体名 東海旅客鉄道株式会社

（概要）

　東海道新幹線は東京、名古屋、大阪を結ぶ大動脈として日本の成
長を支えてきた。開業50年が経過し、土木構造物は、日々の入念な
点検・補修により十分な健全性を保ち続けているが、今後も大動脈
として安全・安定輸送を維持し続けるためには、将来のいずれかの
時点で大規模な改修が必要であった。平成14年、新幹線鉄道大規模
改修引当金制度が国により創設され、大規模改修に関する検討を継
続的に実施してきた。その結果、土木構造物の長寿命化に有効であ
り、列車運行への支障もなく、低コストで施工できる新たな工法を
確立した。現在、大きな変状は発生していない段階であるが、予防
保全の観点で、平成２５年度から新たな工法を用いて、東海道新幹
線の大規模改修工事を実施している。
　更に、構造物に生じる力を容易に計測できる装置を開発し、改修
工事実施後に長期的かつ継続的に測定監視を実施することで、大規
模改修後のメンテナンスの高度化、省力化を図っている。

大規模改修工事の内容【鋼橋】

長期間の作業日数

➢ 多額の費用が発生

約１８日間短縮

７～１０日 ５～７日

２日

２～３日

作業期間(排水機能停止期間)

が短縮

長期間の作業日数

➢ 多額の費用が発生

約１８日間短縮

７～１０日 ５～７日

２日

２～３日

作業期間(排水機能停止期間)

が短縮

ポンプを据え付けたまま

軸受の点検・交換作業

が可能に

情報の活用による効率的なメンテナンス



■　国土交通省案件

優秀賞

応募部門 ア　メンテナンス実施現場における工夫部門

案件名 青森県におけるトータルマネジメントシステムによる橋梁維持管理

代表団体名 青森県

（概要）

　県民の安全・安心な生活の確保と厳しい財政運営を両立すべく、
県管理の橋梁約2,300橋の維持管理にアセットマネジメントを導入
し、健全で安全なインフラの継続的な提供と掛かる費用の最小化・
平準化を実現することに取り組んだ。アセットマネジメントのキー
となる「継続」を可能とした、ひと（人材育成）、もの（ＩＴシス
テム）、しくみ（組織・マニュアル類）を含むトータルマネジメン
トシステムを構築し、平成18年度より本格的に運用開始した。10年
間の取組の成果は、管理橋梁の健全性の向上と維持管理コストの最
小化・平準化である。

応募部門 ア　メンテナンス実施現場における工夫部門

案件名 道路橋及びコンクリート構造物の点検・診断等アドバイザー制度

代表団体名 島根県

（概要）

　県や市町村が管理する道路橋やコンクリート構造物の点検に関
し、職員の経験不足から損傷の見落としや診断のバラツキ、的確な
修繕工法の選定が困難などの課題が存在しており、点検の診断結果
が適正であるか判定する健全度判定などにおいて、専門家を招へい
する仕組み（技術支援）がないことから、アドバイザー制度を創設
した。

応募部門 イ　メンテナンスを支える活動部門

案件名 地元のインフラを地元で守り次世代へと継承する建設技術者育成活動

代表団体名 （独）国立高等専門学校機構　舞鶴工業高等専門学校社会基盤メンテナンス教育センター

（概要）

　舞鶴工業高等専門学校では、地域のインフラの維持管理・修繕等
に対応できる建設技術者を地域で育成する常設の教育機関として社
会基盤メンテナンス教育センター（略称ｉＭｅｃ）を開設し、行政
機関や民間企業等の建設技術者を幅広く受け入れている。アクティ
ブ・ラーニングを基軸とした橋梁メンテナンス技術者育成教育プロ
グラムによる講習会の開催やｅラーニングによる実務者の学修環境
の整備、行政機関や民間企業等と連携した推進体制構築等、地域の
インフラメンテナンスを支える中核的施設として活動している。

 

ｅ＋ｉＭｅｃ講習会【橋梁点検（基礎編）】実施状況


